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概　要

　本研究では、公共政策系の学部を有する大学
のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ
リシーを精査し、ポリシーに見られる公共政策
学教育の共通構造を明らかにする。大学教育改
革のなかで、中央教育審議会の答申を通じ、質
保証の必要性と学士課程教育の構築が方向性と
して打ち出された。また、2017年 4月よりディ
プロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、
アドミッション・ポリシーの公開が義務づけら
れ、3ポリシーに関わるガイドラインも制定さ
れた。
　公共政策学分野では、2015年に「学士課程
教育における公共政策学分野の参照基準」が定
められ、3ポリシーの一体的な策定と運用にお
いて参照される状態となっている。本研究では、
2019年 1月時点での公共政策系の学部を対象
にディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポ
リシーを調査した。公共政策系の学部として、
23大学の学部が対象となった。
　調査の結果、身につける能力（学習成果）と
して、「問題発見・課題（問題）解決」、「政策
的な思考」、「コミュニケーション力」が共通構
造の要素として見出された。また、学習成果に
つながるカリキュラム編成上の特徴として、「学
際性・総合性」、「グローバル（国際）、地域」、「協
働」、具体的な教育方法として、「少人数教育」、
「フィールドワーク」がそれぞれ共通構造の要
素として見出された。ディプロマ・ポリシー及
びカリキュラム・ポリシーにおいて、参照基準
の内容と結びついた共通構造が見出された。
　今後は、3ポリシーに基づくカリキュラム編
成・実施の実態を調査することが課題となる。

1．はじめに

　公共政策学の教育研究は、この 30年大きく
進んできた。1990年代以降、多くの大学にお
いて、公共政策学にかかわりの深い政策系の教
育カリキュラムの編成がなされており、総合政
策、公共政策、政策科学等、公共政策系の学部
が設置された（新川 2015：65）。
　その後、高等教育の質保証の流れから、2014
年には、各学問分野において分野別参照基準が
作成され、公表された。公共政策学分野におい
ては、日本公共政策学会によって「学士課程教
育における公共政策学分野の参照基準」（2015）
が示されている。
　本研究では、公共政策系の学部を有する大学
のディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・
ポリシーを精査し、ポリシーに見られる公共政
策学教育の共通構造を明らかにする。第一に、
大学教育改革と 3ポリシーにかかわる政策の流
れを整理する。第二に、「公共政策学分野の参
照基準」の内容を確認する。第三に、公共政策
系大学を特定し、公開情報に基づくディプロマ・
ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに見られ
る共通構造の要素を明らかにする。

2．大学教育改革と 3 ポリシー

　大学教育改革の契機の一つとして、2005年
の中央教育審議会「我が国の高等教育の将来像
（答申）」がある。同答申では、教育の充実を目
指して、学位を与える課程（プログラム）中心
の方向性が示された。また、学位は教育課程（プ
ログラム）の修了時に身につける知識や能力の
証明として授与されるものという点が強調され
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各大学の 3ポリシーを公表することが義務付け
られた。
　中央教育審議会大学分科会大学教育部会
（2016）において、「『卒業認定・学位授与の方針』
（ディプロマ・ポリシー）、『教育課程編成・実
施の方針』（カリキュラム・ポリシー）及び『入
学者受入れの方針』（アドミッション・ポリシー）
の策定及び運用に関するガイドライン」（以下、
「3ポリシーの策定及び運用に関するガイドラ
イン」とする）が公開された。同ガイドライン
では、DP、CP、APを表 1のように整理している。
　「3ポリシーの策定及び運用に関するガイド
ライン」には、3ポリシーのなかでも、DP及
び CPにかかわって、次のような記述が見られ
る。

　 　卒業までに学生が身に付けるべき資質・能
力と、それを達成するための具体的な教育課
程の編成・実施、学修成果の評価のあり方等
を示すものであり、その一体性・総合性が強
く求められる（中央教育審議会大学分科会大
学教育部会 2016：5）。

　3ポリシーの一貫した策定と運用の要請か
ら、DPや CPに教育の特徴が現れてくるので
ある。これまでの研究では、山口大学・愛媛大
学・大阪大学・関西国際大学といった大学単位
の取り組み状況が報告されている（濱名ほか 
2016）。名古屋大学情報学部のような学部単位
の 3ポリシー、カリキュラムについての取り組
み報告もある（北 2017）。
　また、3ポリシーの一貫した構築のなかで進
められるカリキュラムマネジメントに関して、
「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業
（COC+）」の地域人材育成カリキュラムを検討

た。あわせて、同答申以降、ディプロマ・ポリシー
（以下、DPとする）、カリキュラム・ポリシー（以
下、CPとする）、アドミッション・ポリシー（以
下、APとする）の 3ポリシーに基づく、大学
教育の質保証が進められてきた。
　2008年の同「学士課程教育の構築に向けて
（答申）」において、3ポリシーを明確にして、
学士課程教育を構築することが求められた。学
士課程教育とは、学士という学位を与えるため
の課程（プログラム）として行われる教育を意
味する。今日では、学位の国際通用性の観点も
合わせ、学士課程教育において、入学から学位
の授与に到達する一貫した教育課程（プログラ
ム）を編成・実施することが求められる（川嶋 
2008a, 2008b）。
　さらに、このような学位への重心が移る中で、
学位授与の焦点となる身につける知識や能力と
いう学習成果もまた、重要性を増すことになっ
た。その背景には、1980年代から進むラーニ
ング・アウトカムズ（学習成果）に基づくアセ
スメント運動というアメリカ高等教育改革の動
向も参照された（Ewell, 2001）。同答申は、日
本の大学教育に「何を教えるか」よりも「何が
できるようになるか」という学習成果に基づく
教育（outcome-based education）を公式に持ち
込んだとされている（松下 2012：31）。
　このように、学士課程教育の構築として、大
学の入り口から卒業までのさまざまな教育活動
を一貫したものとし、体系的で組織的な大学教
育を実現することが求められている。教育活動
の一貫性を生み出すために、3ポリシーを明確
化し、そのポリシーの間の一貫性を構築するこ
ともまた求められている。このような経緯を
経て、2016年、「学校教育法施行規則の一部を
改正する省令」において、2017年 4月からは、

表 1　３ポリシーの基本的な考え方

ディプロマ・ポリシー 各大学、学部・学科等の教育理念に基づき、どのような力を身に付けた者に卒業を設定し、
学位を授与するのかを定める基本的な方針であり、学生の学修成果の目標ともなるもの。

カリキュラム・ポリシー ディプロマ・ポリシーの達成のために、どのような教育課程を編成し、どのような教育
内容・方法を実施し、学修成果をどのように評価するのかを定める基本的な方針。

アドミッション・ポリシー

各大学、学部・学科等の教育理念、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーに
基づく教育内容等を踏まえ、どのように入学者を受け入れるかを定める基本的な方針で
あり、受け入れる学生に求める学習成果（「学力の 3要素」※ についてどのような成果を
求めるか）を示すもの。

※（1）知識・技能、（2）思考力・判断力・表現力等の能力、（3）主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度
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した研究がある（林 2017）。3ポリシーの体系
化に向けて、情報を収集・分析し、大学の意
思決定を支援するための調査研究（Institutional 
Research：IR）が支援する取り組みも報告され
ている（浅野 2017）。さらに、心理学分野で 3
ポリシーのなかでも APに焦点を当てて分析し
た研究も見られる（本田ほか 2017）。そこで、
本研究では、公共政策学教育を対象とし、3ポ
リシー全体のなかから、特に DP及び CPに着
目することとした。

3．�日本公共政策学会による公共政策学
分野の参照基準

3. 1　経緯

　大学教育改革の大きな流れのもと、「分野別
質保証のための教育課程編成上の参照基準」の
作成が進められた。2010年 5月、文部科学省
から日本学術会議にたいして、「大学教育の分
野別質保証の在り方に関する審議について」と
いう依頼を行い、日本学術会議は、2010年 8月、
「大学教育の分野別質保証の在り方について（回
答）」を行った。
　その回答において、分野別の教育課程編成上
の参照基準を策定することが提案された。学士
課程教育の構築に向け、学士力のように一般的
な内容の知識・能力だけでなく、各学問分野に
固有の内容の知識・能力があり、さらにその教
育方法・学修方法の固有性がある。そのような
観点から、分野別の質保証が必要となる。
　参照基準は、各大学・学部が自らの教育課程
を編成・実施するなかで、参考となるよう参照
されるものという性格を持つ。教育課程の編成・
実施に対しては、各大学の独自の努力で進めら
れることが重ねて強調されている。参照基準の
構成要素は、各学問分野に固有の特性、すべて
の学生が身につけるべき基本的な素養、学修方
法及び学修成果の評価方法に関する基本的な考
え方、とされている（広田 2010：14；日本学
術会議 2010：6）。
　その後、日本学術会議は、いくつかの分野に
ついて特別委員会を設置し、分科会が作業を担
当した。現在までに 31分野の参照基準が作成・
公表されている。公共政策学にかかわる分野に

おいては、法学、政治学、経済学、社会学など
で参照基準が作成され、公表されている。　
　各学問分野では、参照基準の作成・公表と並
行して、前述した「3ポリシーの策定及び運用
に関するガイドライン」が示され、また法令
で 3ポリシーの策定・公表が義務付けられたこ
とから、3ポリシー及びカリキュラムの見直し
が進められている。このようにして、参照基準
の活用と 3ポリシーの一貫的な策定と運用を結
びつけながら、組織的な教育に向けた活発な動
きが見られる。その一方で、参照基準が各大学
の改革サイクルの中で十分活用されているとは
いいがたい現状も存在している（広田 2018：
45）。
　参照基準の作成にあたっては、ユニバーサル
化と大学から社会への移行の難しさからくる学
士課程教育の質に問題意識の一つが置かれた。
また、公共政策学それ自体の教育研究の在り方
にも問題意識が置かれた。公共政策学は、学問
領域として比較的新たに登場してきたことか
ら、必ずしもその教育や研究の目的・対象・方
法が明確に共有されているわけではない状況に
ある。研究蓄積が豊富であるものの、学問体系
としての教育方法や対象についての共通認識や
合意が確立されているとは言いがたい状況であ
る（秋吉・伊藤・北山　2010：ⅰ-ⅲ、16；秋吉・
伊藤・北山 2015：ⅰ-ⅴ、18）。
　こうした状況を受け、公共政策学分野につい
ては、2012年 6月の日本公共政策学会の理事
会において、「公共政策教育の標準化研究会」
の設置が認められ、のちに「公共政策教育の基
準に関する検討研究会」として発展的に展開さ
れていった。その出発点は、各大学における公
共政策学教育が多様に工夫を凝らされるように
なった状況であった。学士課程教育においても、
さまざまな基準が認められるようになってきた
ことを認識し、日本公共政策学会としての観点
を示す必要があるのではないかということから
始まった。そして、その研究を進めるなかで、
同時に進みつつあった日本学術会議の分野別の
参照基準の検討に対応して、日本公共政策学会
としての基準を示す必要があるという認識から
研究会を発展的に展開することになった。研究
会座長は、当時の日本公共政策学会会長新川達
郎が務め、2012年 6月から 2014年 6月までの
2年間（日本公共政策学会 2012年度及び 2013
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年度）にわたり検討を進めることになった。そ
こでは、公共政策系の学部・学科・コース・ク
ラスターの 3ポリシー及び特色・特徴について
の情報収集が行われ、議論・検討が行われた。
その結果については、2015年度日本公共政策
学会研究大会において、「公共政策学の標準化」
と題する共通論題があり、そこにおいて上記の
研究成果の発表が行われた。一連の成果に基づ
いて、2015年には「学士課程教育における公
共政策学分野の参照基準」（以下、「公共政策学
分野の参照基準」とする）が作成され、日本公
共政策学会理事会に提出された（新川 2015：
64）。この参照基準において、公共政策学の固
有性と、公共政策学教育における基本的な素養、
習得すべき知識、技能、能力とその教育方法が
示されることとなった。

3. 2　公共政策学教育の核となる事項

　「公共政策学分野の参照基準」は、表 2のよ
うに 9つの項目からなる。参照基準の第一の構
成要素である「各学問分野の固有性」において
は、「2公共政策学とは何か」、「3公共政策学の
視点」、「4公共政策学の領域」において述べら
れている。公共政策学の固有の性質については、
「4公共政策学の領域」の「4－1公共政策学の
固有の性質」において、以下のように示されて
いる。

　 　公共政策学はその固有の領域として、その
研究そして教育における政策志向に、大きな
特徴がある。政策志向は、ただ単に対象領域
としてのみならず、それ自体の改良や未来の
理想に向けての活動を含めるという意味で、
政策に向き合うことを意味している。
　 　公共政策学が、その学問的にみると、大き
くは、政策内容と政策過程の両面への関心を
持つ。政策内容そして政策過程の双方の研究
とも、前述した未来志向は一貫しており、政
策の改善あるいは刷新を目指す（日本公共政
策学会 2015：6）。

　参照基準の第二の構成要素である「すべての
学生が身に付けるべき基本的な素養」について
は、「7公共政策学教育の基本的な素養と習得
すべき知識、技能、能力」において述べられて

いる。具体的には、「7－1政策の働きに関する
基本的理解」、「7－2公共政策学に関する思考
方法の習得」、「7－3公共政策学の理論モデル
についての基礎的理解」、「7－4政策が形成さ
れ廃止また修正されるまでの現実のプロセスの
枠組みの理解」、「7－5政策過程に関する制度
理解とその実践に関与する技術や方法の習得」、
「7－6政策問題を主体的に考える力」である。
　「学習方法及び学習成果の評価方法に関する
基本的な考え方」という第三の構成要素につい
ては、「8学修方法、教育方法とその評価」に
おいて述べられている。学習方法については、 
「1学際性に基づく修学体系：社会諸科学の総
合、文理融合」、「2公共政策学教育の共通要件」、
「3授業形態：講義、演習、実習、フィールド
ワーク、実験」、「4ケーススタディ、実験、実
践、実習型の公共政策学教育の重視：ケースメ
ソッド、ロールプレイ、ゲームの活用」、「5能
動的学習（アクティブ・ラーニング）の重要
性」、「6公共政策学教育のカリキュラム編成に
おける他の部門との連携協力」、「7学修におけ
るカリキュラムの方向と選択肢の明示」が項目
として挙げられている。また、学習成果の評価
方法については、「8教育成果の多元的多角的
な評価方法開発」のなかで、「公共政策学教育は、
一般的な DPに加えて、実践的な学修やフィー
ルドワーク等を伴うことから、教育課程に多様
なステークホルダーが介在しており、これら現
場に近い関係者評価を含めた総合的評価方法の
開発が必要となっている」（日本公共政策学会 
2015：15）と示されている。

4．各大学における DP 及び CP

4. 1　公共政策系の学部を有する大学

　本研究では、「『公共政策教育の基準』に関す
る検討とその課題」（新川 2015）から、総合政
策学部、政策科学部、政策学部、地域政策学
部、現代政策学部、政策創造学部を対象とした
（新川 2015：75）。新川（2015）では、「これら
の大学が少なくとも特定の政策領域限定ではな
く一般的に幅広く公共政策を取り上げているこ
と、そして学部学生を対象に教育研究を進めよ
うとしていることから、事例として適当」（新
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表 2　公共政策学分野の参照基準項目

1　参照基準を考える背景
1－1　公共政策学の市民性を育む役割：未来志向の公共政策学
1－2　1990年代以降の公共政策学分野の大学教育における発展
1－3　公共政策学教育における多様化、豊富化と拡散
1－4　2000　年代公共政策学教育の危機
1－5　公共政策学教育の参照基準を考える意味
　　　（1）公共政策学教育固有の意義と課題
　　　（2）21世紀型市民の育成と学士課程の関係

2　公共政策学とは何か
2－1　公共性のある政策現象を対象とする学問
2－2　公共政策学の目的：よりよい未来を目指す政策現象の理解、説明、予測と、政策　価値の実現に向けて
2－3　公共政策学の方法
2－4　公共政策学の人材育成：市民教育と専門家教育

3　公共政策学の視点
3－1　民主主義の科学として
3－2　政策分析、評価の科学として
3－3　公共性を担う市民の教育の基礎としての科学
3－4　批判の学としての公共政策学
3－5　公共政策学からガバナンスの全体像をとらえる視点
3－6　グローバル化の時代の公共政策学

4　公共政策学の領域
4－1　公共政策学の固有の性質
4－2　公共政策学の理論的領域
4－3　公共政策学の個別具体的な諸政策領域、事例や下位分野ないしその広がり
4－4　公共政策学の接近方法、学問的アプローチの領域の広がり
　　　（1）公共政策学原論の整理
　　　（2）実証的、実験的アプローチ

5　公共政策学の目的と研究教育上のミッション：学士レベルの人材養成との関連で
5－1　公共政策学の教育目的の共通基盤
5－2　公共政策学教育による政治活動、社会経済活動への理解と関係の構築
　　　（1）市民の政策能力向上
　　　（2）市民と政府部門との関係再構築
　　　（3）社会や経済の政策、制度の理解と応用
　　　（4）多様な価値への寛容性とパブリックマインドの醸成
5－3　公共政策学の学部教育で養成する人材の姿
5－4　公共政策学の研究の発展・高度化に向けた教育

6　他の学問分野との関係と協力
6－1　公共政策学の学際性：社会諸科学の総合、文理融合の前提
6－2　公共政策学の関連専門分野
6－3　多様な周辺諸学との連携
6－4　公共政策学の国際比較

7　公共政策学教育における基本的な素養と習得すべき知識、技能、能力
7－1　政策の働きに関する基本的理解
7－2　公共政策学に関する思考方法の習得
7－3　公共政策学の理論モデルについての基礎的理解
7－4　政策が形成され廃止また修正されるまでの現実のプロセスの枠組みの理解
7－5　政策過程に関する制度理解とその実践に関与する技術や方法の習得
7－6　政策問題を主体的に考える力

8　学修方法、教育方法とその評価
8－1　学際性に基づく修学体系：社会諸科学の総合、文理融合
8－2　公共政策学教育の共通要件
8－3　授業形態：講義、演習、実習、フィールドワーク、実験
8－4　 ケーススタディ、実験、実践、実習型の公共政策学教育の重視：ケースメソッド、ロールプレイ、ゲー

ムの活用
8－5　能動的学習（アクティブ・ラーニング）の重要性
8－6　公共政策学教育のカリキュラム編成における他の部門との連携協力
8－7　学修におけるカリキュラムの方向と選択肢の明示
8－8　教育成果の多元的多角的な評価方法開発

9　専門教育と教養教育・一般教育
9－1　教養教育・一般教育
9－2　専門教育としての公共政策学教育の体系化

10　今日的課題への対応をどのように考えるか：未来志向の公共政策学教育へ



河井紗央里・新川　達郎68

4. 2　�DP 及び CP に見られる公共政策学
教育の共通構造

　今回の調査では、23大学の公共政策系学部
を対象に、各大学の DP及び CPと「公共政策
学分野の参照基準」を往復して検討した。その
なかで、各大学の DP及び CPには十分に具体

川 2015：75）と考え、対象としている。その後、
2017年に津田塾大学、常磐大学において、総
合政策学部が設置されたことから、本研究では、
研究対象として追加した。その結果、公共政策
系の学部として、23大学が見出された（表 3）。
 

大学 学部 学科 学位 設置年 国公私 地域
岩手県立大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 1998年 公立 東北
東北文化学園大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 1999年 私立 東北

杏林大学　 総合政策学部 総合政策学科
企業経営学科

総合政策学
企業経営学 2002年＊1 私立 関東

慶應義塾大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 1990年 私立 関東
城西大学　 現代政策学部 社会経済システム学科 現代政策学 2006年 私立 関東

尚美学園大学 総合政策学部 総合政策学科
ライフマネジメント学科 総合政策 2000年 私立 関東

高崎経済大学 地域政策学部
地域政策学科
地域づくり学科
観光政策学科

地域政策学 1996年 公立 関東

中央大学　　 総合政策学部 政策学科
国際政策文化学科 総合政策 1993年 私立 関東

津田塾大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 2017年 私立 関東

常磐大学　 総合政策学部
総合政策学科
法律行政学科
経営学科

総合政策学 2017年 私立 関東

愛知大学　　 地域政策学部 地域政策学科 地域政策学 2011年 私立 東海
愛知学院大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 1998年＊2 私立 東海
中京大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 2005年 私立 東海
南山大学 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 2000年 私立 東海
四日市大学　　 総合政策学部 総合政策学科 総合政策 2001年 私立 東海

関西大学 政策創造学部 政策学科
国際アジア法政策学科

政策学
法政策 2007年 私立 近畿

関西学院大学 総合政策学部
メディア情報学科
都市政策学科　
国際政策学科

総合政策 1995年 私立 近畿

京都府立大学 公共政策学部 公共政策学科
福祉社会学科

公共政策学
福祉社会学 2008年＊3 公立 近畿

同志社大学　 政策学部　 政策学科 政策学 2004年 私立 近畿
立命館大学　 政策科学部 政策科学科 政策科学 1994年 私立 近畿
龍谷大学　 政策学部　 政策学科 政策学 2011年 私立 近畿
島根県立大学　 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 2000年 公立 中国
徳島文理大学　 総合政策学部 総合政策学科 総合政策学 2000年 私立 四国

＊1　1984年設置の社会科学部より 2002年に総合政策学部へ改称
＊2　1998年設置の情報社会政策学部より 2006年に総合政策学部へ改称
＊3　1997年設置の福祉社会学部を 2008年に公共政策学部へ改称

表 3　公共政策系学部一覧
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る思考や社会問題についての思考についてはこ
れに加え、論理的思考や数理的思考については
除いている。学際性については、分野横断的や
幅広い分野といった表現も数えた。

4. 3　�公共政策学分野の参照基準と DP 及
び CP との関係

　各大学の DP及び CPと「公共政策学分野の
参照基準」に見られる共通構造について考察す
る。最初に共通構造の要素を示し、「公共政策
学分野の参照基準」の内容を確認し、各大学の
具体的なポリシーの例を示し、考察する。

4. 3. 1　身につける能力

　公共政策学教育は、理論と実践の両面からの
アプローチが必要である。公共政策学教育では、
専門知識による理論の理解から、実践について
の知識と理解、実践を通じた理解、実践への能
力を身につけることが求められる。

化されていない点、参照基準において十分に取
り入れられていない点についても検討した。共
通構造として、「公共政策学分野の参照基準」
で重視されている要素と、おおよそ約半数以上
の大学で使用されている要素を中心に導き出し
た。
　DP及び CPは、各大学の学部を対象に調査
した。大学によっては、学部、学科、それぞれ
でポリシーを策定していることがあるが、基本
的には、学部のポリシーを対象とした。学部の
ポリシーが設定されていない場合、公共政策学
分野に該当する学科のポリシーを対象とした。
具体的には、関西大学政策創造学部では、政策
学と国際アジア法政策の 2つの学位を授与して
いるが、本研究では政策学科のポリシーを対象
とした。また、学部でポリシーを設定している
場合でも、複数の分野を横断するため、公共政
策学分野の参照基準との関係を読み取ることが
難しい場合がある。その際は、公共政策学分野
に該当する学科のポリシーを対象とした。例え
ば、京都府立大学では、学位が 2つあるため、
学部全体のポリシーと公共政策学科のポリシー
を対象とすることとした。
　また、今回の調査では、大学全体のポリシー
や人材育成目的については、個別の学部のポリ
シーに反映されていると考え、含めていない。
　参照基準の 3要素は、学問分野に固有の特性
を基礎とし、その教育を通じて身につける能力
と、その能力を身につけるための方法からなっ
ている（広田 2010：14日本学術会議 2010：6）。
そこで、ポリシーの共通構造の要素を、「身に
つける能力」、教育方法と学習方法を「カリキュ
ラム編成上の特徴」、そして、「具体的な教育方
法」の 3つのカテゴリーに整理した。
　なお、「カリキュラム編成上の特徴」に分類
した要素は、実際には、「身につける能力」と
して示されることもある。また、「身につける
能力」に分類した要素も、「カリキュラム編成
上の特徴」に表現されることもある。どちらに
記載するのが適切であるとの基準があるわけで
はない。その意味で、本研究における共通構造
の整理は、試行的な性格のものである。
　詳細は、表 4の通りである。同一の用語が用
いられていなくても、内容から判断して集計し
た。例えば、政策的思考について、政策的思考
という表現が採られていなくても、政策に関す

表 4　公共政策学教育の共通構造

共通構造の要素 DP CP

【身につける能力】
　問題発見 17/23 15/23

　課題（問題）解決 18/23 13/23

　政策的思考 6/23 1/23

　　理解 11/23 6/23

　　応用 4/23 2/23

　　分析 14/23 11/23

　　評価 6/23 3/23

　　創造 5/23 0/23

　コミュニケーション力 13/23 7/23

　実践 10/23 15/23

【カリキュラム編成上の特徴】
　学際性・総合性 13/23 10/23

　グローバル（国際） 9/23 13/23

　地域 10/23 15/23

　協働 9/23 2/23

【具体的な教育方法】
　少人数教育 1/23 12/23

　フィールドワーク 6/23 5/23

　PBL 0 3/23

　アクティブラーニング 0 3/23
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現実的（実行可能な）処方箋を構想するという
実践的能力と説明される（足立 2005：28）。
　政策的思考は、講義においてのみ学修される
のではなく、演習、実習、フィールドワークな
ども活用されて、理論と実践による政策思考の
育成が目指される（日本公共政策学会 2015：
14）と示されるように、政策的思考の育成には、
理論と実践の双方からの（横断的な）アプロー
チによる思考の深化を必要とする。
　また、思考プロセスは、タキソノミー（分類
学）によって説明することができる。タキソノ
ミーは、教育目標を分類し、明確に示すための
枠組みである（Bloom et al. 1956）。思考プロセ
スを、タキソノミーに沿って分節化すると、知
識次元と認知過程次元に分けられる。認知過程
次元は、思考プロセスにあたり、「記憶する」、「理
解」、「応用」、「分析」、「評価」、「創造」が含ま
れる (Anderson & Krathwohl 2001)。本研究では、
政策的思考として、知識と密着する記憶を除き、
「理解」、「応用」、「分析」、「評価」、「創造」を
研究対象とした。

関西大学政策創造学部政策学科 DPより一部抜
粋
2（思考力・判断力・表現力等の能力）
グローバル社会で活かせる実践的なコミュニ
ケーション能力を持ち、「考動力」全般を身に
つけ、実際のフィールドワークを通じて、実社
会の問題を考える高い思考力を育み、そこに留
まらず、実際に立案、行動することができる。

京都府立大学公共政策学部公共政策学科 DPよ
り一部抜粋
4．公共政策学に関する思考方法（ポリシー・
マインド）を習得し、公共政策決定システムや
政策体系を相対的に把握する俯瞰的な視点を有
する。

　今回の調査では、政策的思考を数え上げるこ
とを試みたが、政策的思考や政策思考という表
現はなかった。「公共政策学分野の参照基準」
で理論と実践による政策思考の育成が目指され
ていることとの間にギャップがある。公共政策
学における政策的思考の先行研究（足立 2005；
松下 1991）および教育学における思考プロセ
スに関する知見と現実の教育政策と実践とを総

　「公共政策学分野の参照基準」と各大学の
DP・CPから、「問題発見」、「課題（問題）解決」、
「政策的思考」、「コミュニケーション力」、「実践」
が身につける能力の共通構造の要素として見出
された。

（1）問題発見・課題（問題）解決
　公共政策学は、公共性のある政策現象の解決
を通じてより良い未来をもたらすことを目指す
学問である。学問固有の特性から、政策的思考
とコミュニケーション力を駆使し、問題発見と
課題（問題）解決をする力を身につけることが
目指される。
　公共政策にかかわる問題発見・課題（問題）
解決の過程では、目標設定、調査、計画、実
行、分析、評価、報告といった活動に取り組む
ことが必要となる。主な分析には、問題の原因
の抽出・整理と分析、ニーズの分析、社会・経
済・技術のトレンドの分析などが含まれる（真
山 2013：28）。

中央大学総合政策学部 DPより一部抜粋
1）総合政策学部における人材像
中央大学の建学の精神である「實地應用ノ素ヲ
養フ」とともに、学部の理念である「政策と文
化の融合」を十分に理解し、国内外において、
さまざまな観点から問題の発見・解決・社会的
現象の解明を行うことができる人材を育成しま
す。そのために、高いレベルの外国語運用能力
とともに、多様な異文化を理解・受容できる包
容力を有し、さらにＩＣＴツールを使用して、
問題解決のためのシステム設計、情報発信がで
きる能力を養成します。

　身につける力としての「問題発見・課題（問
題）解決」は、思考力やコミュニケーション力
や異文化理解や ICTリテラシーといった様々
な能力を包括する能力として掲げられることが
多かった。

（2）政策的思考
　問題発見・課題（問題）解決のプロセスで政
策的思考とコミュニケーション力を発揮するこ
とが求められる。政策（学）的思考は、足立（2005）
によれば、公共的諸問題を公共的観点から考察
し、それら諸課題に対する倫理的で実効力ある
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ク、インターンシップ、そして政策問題を身近
に感じ、積極的に考えることといったさまざま
な形態のアクティブ・ラーニングを促す取り組
みが含まれる（日本公共政策学会 2015：14）

慶應義塾大学総合政策学部 DPより一部抜粋
「実践知」を理念とします。慶應義塾の伝統で
ある「実学」を継承し、社会に生起する様々な
問題の解決を模索します。複雑な社会現象のな
かから課題を発見し、その解決に向けて政策を
立案します。

　身につける力としての実践力もまた、問題発
見・課題解決と同じく包括的な性格を持ってい
る。このことから、慶応義塾大学のように、問
題を発見するところから解決に向けた立案まで
の一連の流れを主導するプロセスとして実践が
据えられている。

4. 3. 2　カリキュラム編成上の特徴

　公共政策学は、法学、経済学、社会学、政治学、
行政学、国際政治学、国際関係論、地方自治論、
統計学、歴史学、経営論など幅広い学問分野と
かかわっている。公共政策学教育では、「問題
発見」、「課題（問題）解決」「政策的思考」、「コ
ミュニケーション力」、「実践」、を身につける。
そのために、カリキュラムとして、幅広く社会
を捉える視点からの学修を可能にすることが求
められる。また、公共政策学では、市民、政府、
企業など多様な主体による協働や他分野との協
働が求められており、そのような協働を理解す
るためのカリキュラムが必要となってくる。
　「公共政策学分野の参照基準」と各大学の
DP・CPから、「学際性・総合性」、「グローバル（国
際）」、「地域」、「協働」がカリキュラム編成上
の特徴の共通構造の要素として見出された。
　

（1）学際性・総合性
　公共政策学は、学際的な学問である。公共政
策学教育は、社会問題への実践的アプローチを
学際科学的に目指そうとするものである（日本
公共政策学会 2015：2-3）。そのため、公共政
策学教育では、法学、経済学、社会学、政治学、
行政学、国際政治学、国際関係論、地方自治論、
統計学、歴史学、経営論など幅広い分野の学修

合して、政策的思考の定義を定めていくことは
今後の課題として残されている。

（3）コミュニケーション力
　公共政策にかかわる問題発見・課題（問題）
解決のプロセスでは、コミュニケーション力が
求められる。そこでのコミュニケーション力に
は、情報収集、現場での調査、そして政策立案
に向けての調整や交渉といったことが含まれ
る。また、今日の市民生活においては、異なる
アクターがステークホルダーとして政策課題
を共有してかかわる協働が重要となる（土山 
2008：4-8，土山 2018：106）。公共政策学教育
において、そのような協働を効果的に進め、課
題解決につなげていくようなコミュニケーショ
ン力が重要な能力となる。

京都府立大学公共政策学部公共政策学科 DPよ
り一部抜粋
7．政策づくりに必要なチームビルディングや
リーダーシップ、コーディネート能力、それら
の基礎となるコミュニケーション力を身につけ
ている。 

　身につける力としてのコミュニケーション力
は、他者との協働と関係するものとして掲げら
れることが多かった。そこから、京都府立大学
のようにチームで協働すること、リーダーシッ
プやコーディネート能力とのつながりをもって
掲げられることもあった。

（4）実践
　公共政策学は、社会で解決すべき問題と認識
された公共的な諸課題を解決する公共政策につ
いての学問である。政策に関わる人々が実際に
活用できるよう、現実の政策に適用可能である
こと、そして分析・記述にとどまらず、民主主
義的価値を実現することを目指す研究である
（足立編　2005）。
　公共政策学は、実践と密接な関係にあること
から、公共政策学教育では、社会問題への実践
的なアプローチが要請される。公共政策学教育
では、理論と実践から政策的思考を発展させる
ことが目指される。
　実践的なアプローチには、実験、実習型の学
修から、演習科目、PBL型学修、フィールドワー
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が求められる。
　公共政策学教育の学際性は、カリキュラム編
成のなかで、基礎科目、専門科目において実現
される。また、単一の学部学科等では提供でき
ない科目等が多くなる可能性があることから、
大学間連携による単位互換や講座の共同設置な
ど、他の部門との協力関係を構築し、相互補完
していくことが重要となる（日本公共政策学会 
2015:15）。

関西学院大学総合政策学部の CPより一部抜粋
基本ポリシー
（3） 広範で総合的な知識の獲得と政策分析力の

形成
総合政策に関する幅広い知識を習得し、多角的
視野から社会の問題を俯瞰する力を養うため、
学科の枠を越えて履修できる多様な専門科目を
提供します。社会科学、人文科学、自然科学に
関する知識を広げるとともに、どの専門分野で
も必要な、データの科学的活用技術を習得し、
各所属学科の目的と興味に応じた専門性と、学
際性の両立をめざします。これらをもとに、各
分野における政策あるいは計画の分析・立案能
力の形成をめざします。

　公共政策学教育のカリキュラムにおいて、学
際性は中心的な特徴として掲げられている。ま
た、関西学院大学のように、専門性と学際性を
両立するカリキュラムが組まれることで、4.3.1
で示した「身につける力」の修得が目指されて
いる。

（2）グローバル（国際）、地域
　公共政策学では、政策が置かれている環境に
ついて、グローバル、ローカルの双方の視点で
アプローチする。国際政治、国際関係論、国際
政策、地方自治論、地域政策などの学修を通じ、
国際的な動向の把握とともに、地域に暮らす生
活者の視点を学ぶ。公共政策学教育として、グ
ローバルな視点とローカルな視点のどちらか一
方ではなく、両方を学べるカリキュラムを備え
る必要がある。こうしたなかで、多様な価値観
を理解していくことが求められる。

同志社大学政策学部 CPより一部抜粋
・講義やゼミ活動で得られた知識と能力を、地

域社会やグローバル社会での政策課題解決に結
びつけるためＰＢＬ教育を学部全体で推進して
いる。

　グローバルとローカルは、どちらか一方の視
点ではなく、両方の視点が政策課題解決に必要
な視点として掲げられている。知識としてグ
ローバルな政策とローカルの政策を両方学ぶと
ともに、グローバル社会と地域社会の両方で学
んだ知識を用いて課題解決に取り組むことがで
きるカリキュラムが組み立てられる。

（3）協働
　公共政策にかかわる問題発見・課題（問題）
解決には、政府セクター、市場セクター、市民
社会セクターの間のマルチパートナーシップに
よる協働が重要性を増している（土山 2008：
4-8、土山 2018：106）。公共政策学は、学問の
固有の特徴として学際性を備え、実際の実践で
組織やセクターを超えた協働が求められる。
　公共政策学教育においても、政府セクター、
市場セクター、市民社会セクターの間の協働に
開かれたカリキュラムの編成と実施が求められ
る。さらに、そのような協働の基礎となるのは、
人と人との協働、他者との協働である。他者と
の協働を取り入れた教育実践が公共政策学教育
のカリキュラムの特徴の一つとなる。

城西大学現代政策学部 CPより一部抜粋
・他者との幅広い協働の実践のため、インター
ンシップ、ボランティアなどの関連科目を 1年
次から 4年次まで配置します。

　協働については、実践との結びつきから、他
者との協働とセクター間の協働をカリキュラム
の特徴として掲げられている。インターンシッ
プやボランティア活動といった経験から学ぶ科
目をカリキュラムとして配置し、他者との協働
に取り組むことができる。また、政府セクター、
市場セクター、市民社会セクターの人が公共政
策学教育に参加することで、公共政策にかかわ
る協働を学ぶカリキュラムとなる。

4. 3. 3　具体的な教育方法

　公共政策学は、公共性のある政策に関する諸
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ク、フィールド調査がある。公共政策学教育で
は、講義によって理論的な知識を学ぶととも
に、実際にフィールドを訪ね、関係者へのイン
タビューやアンケートを通じて、フィールドへ
の理解を深めることが求められる。
　その知識をさらに発展させることも目指され
る。
　今日の大学教育改革で進められてきているア
クティブ・ラーニング型授業の一つの形態とし
てフィールドワークやフィールド調査が用いら
れる。政策的思考の育成を目指す公共政策学教
育の方法として、現場と関わりながらフィール
ドワーク、フィールド調査を通じて学ぶことは
重要な位置を占める。

南山大学総合政策学部 CPより一部抜粋
さらに、4年間を通じて履修できるコース共通
科目の「政策実践科目」として、国内外のフィー
ルドワークによって現地の社会に触れ、体験か
ら学ぶ「学外体験プログラム」や「政策研修プ
ログラム」、政策現場で活躍している方々を講
師に迎え、実践からの知識やスキルを学ぶ「政
策の現場から」を開講します

　公共政策学教育の具体的方法として、フィー
ルドワークが示されている。フィールドワーク
の特徴として、現場での体験から学ぶことが強
調される。フィールドワークではまた、多様な
他者と協働すること、実践からの知識やスキル
を学ぶことも目指される。

5．おわりに

　本研究では、「公共政策学分野の参照基準」
と各大学の DP・CPを往復しながら、公共政策
学教育の共通構造を探ってきた。共通構造は、
公共政策学教育を通じて身につける能力、その
能力を育むカリキュラム及び具体的な教育方法
という観点から整理された。身につける能力と
して、参照基準と各大学の DP・CPにおいて、
問題発見・課題（問題）解決、政策的思考、コ
ミュニケーション力、実践が見出された。カリ
キュラム編成上の特徴として、学際性・総合性、
グローバル（国際）・地域、協働という要素が
確認された。具体的な教育方法には、少人数教

現象を対象とした学問である。公共政策学教育
において、「政策的思考」、「問題発見」、「課題
（問題）解決」、「コミュニケーション力」、「実践」
を身につけるために、理論と実践の両面から学
修する必要があり、講義型の学修だけではなく、
実践型の教育方法が採られる。
　「公共政策学分野の参照基準」と各大学の
DP・CPから「少人数教育」、「フィールドワーク」
が具体的な教育方法の共通構造の要素として見
出された。

（1）少人数教育
　公共政策学教育では、理論と実践による政策
思考の育成が目指されることから、少人数教育
を取り入れられている。初年次教育や専門教育
の演習などで少人数教育が行われている。また、
政策にかかわる問題発見・課題（問題）解決と
して PBLなどの実践に取り組む科目において
も、少人数教育が取り入れられている。公共政
策学教育において、多くの学部の設立当初から
PBLといった実践型の教育プログラムが柱に
据えられていた（河井 2018）。

島根県立大学総合政策学部 CPより一部抜粋
入学から卒業まで、主体的に学ぶための少人数
セミナーを必修としています。初年次のフレッ
シュマン・スキル・セミナー、フレッシュマン・
フィールド・セミナーは、高校までの学びと大
学の学びを接続するためのセミナーです。２年
次以降は、総合演習を履修して専門教育を受け
ることになります。

　少人数教育は、初年次教育の特徴でもある（初
年次教育学会 2013）。このことから、初年次に
少人数教育が掲げられるが、島根県立大学のよ
うに、入学から卒業までの少人数教育が特徴と
して掲げられることがある。その場合、必修と
して位置づけられることが多かった。ただし、
必修ではない場合として、特色的な科目として
PBLもまた少人数教育として展開されている
（河井 2018）。

（2）フィールドワーク
　公共政策学教育では、理論と実践からアプ
ローチする。実践からのアプローチとして、政
策がかかわる現場で活動するフィールドワー
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策的思考と実践の定義については、今後の参照
基準が改定される際には、取り入れられるべき
事項であると考えられる。また、協働をめぐっ
ては、他の学問分野との連携（6他の学問分野
との関係と協力）や他部門との協力（8－ 6公
共政策学教育のカリキュラム編成における他
の部門との連携協力 )については示されている
が、具体的な他者との協働や政府セクター・市
場セクター・市民社会セクターを横断する協働
が求められていくといった点が十分に盛り込ま
れておらず、今後の課題といえる。
　本研究の今後の課題としては、さらに、3ポ
リシーを超えて、実際のカリキュラムの編成・
運営・実施と参照基準がどのようにかかわって
いるかという実態を質問紙調査によって解明す
ることが課題となる。あわせて、公共政策学分
野だけでなく、他分野の参照基準と比較し、ポ
リシーやカリキュラムの特徴を明らかにする作
業も今後の課題となる。

付記

　本研究は、第 25回大学教育研究フォーラム（日程：2019年 3
月 23日（土）、場所：京都大学吉田キャンパス）でのポスター
発表「学士課程教育における公共政策学教育実質化のための教
育課程及び学位授与課程の参照基準」をもとに執筆した。
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